
 

■ 外国人労働者の状況（令和元年 10 月末現在） 

（厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ））（茨城労働局「茨城県の外国人雇用届出状況」） 

 １ 茨城県の外国人労働者数  ３７，２４５人［対前年比：6.2%増（2,183 人増）］ 

 

２ 外国人労働者数上位都道府県                     単位：人，所，（％） 

№ 都道府県 
外国人労働者数 

構成比 
事業所数 

構成比 
 うち派遣・請負労働者(比率)  うち派遣・請負事業所(比率） 

１ 東京都 485,345  85,628  (17.6) 29.3 64,637  4,776  (7.4) 26.6 

２ 愛知県 175,119  51,984  (29.7) 10.6 19,387  2,344  (12.1) 8.0 

３ 大阪府 105,379  15,975  (15.2) 6.4 17,654  707  (4.0) 7.3 

４ 神奈川県 91,581  16,919  (18.5) 5.5 15,645  1,344  (8.6) 6.4 

５ 埼玉県 75,825  14,839  (19.6) 4.6 11,803  802  (6.8) 4.9 

６ 静岡県 64,547  28,547  (44.2) 3.9 7,697  1,335  (17.3) 3.2 

７ 千葉県 60,413  9,124  (15.1) 3.6 9,786  539  (5.5) 4.0 

８ 福岡県 52,530  9,387  (17.9) 3.2 8,850  572  (6.5) 3.6 

９ 兵庫県 41,083  6,959  (16.9) 2.5 7,275  468  (6.4) 3.0 

10 群馬県 39,296  13,455  (34.2) 2.4 4,443  348  (7.8) 1.8 

11 茨城県 37,245 6,979 (18.7) 2.2 6,048  399  (6.6) 2.5 

全国計 1,658,804 338,104  (20.4) 100.0 242,608 18,438  (7.6) 100.0 

 

注 1：「事業所数」欄中の「うち派遣・請負事業所(比率)」欄は、労働者派遣・請負事業を行っている事業所の数及

び当該都道府県の外国人雇用事業所数に対する比率を示す。 

注 2：「外国人労働者数」欄中の「うち派遣・請負事業所(比率)」欄は、労働者派遣・請負事業を行っている事業所

に就労している外国人労働者数及び当該都道府県の外国人労働者数に対する比率を示す。なお、労働者派遣事業

等を行っている事業所に就労している外国人労働者のすべてが派遣労働者等であるとは限らない。 

注 3：「構成比」欄は、事業所総数及び外国人労働者総数（全国計）に対する、各都道府県の事業所数及び外国人労

働者数の比率を示す。また、各都道府県の構成比の数値は四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合

がある。 
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0

10,000

20,000

30,000

40,000



 

３ 在留資格別外国人労働者数                        単位：人，（％） 

在留資格 全国 構成比(%) 茨城県 構成比(%) 

全在留資格計 1,658,804 100.0 37,245 100.0 

① 専門的・技術的分野の在留資格 329,034 19.8 4,492 12.1 

 うち技術・人文知識・国際業務 260,556 15.7 2,291 6.2 

② 特定活動 41,075 2.5 1,215 3.3 

③ 技能実習 383,978 23.1 14,351 38.5 

④ 資格外活動 372,894 22.5 3,279 8.8 

 うち留学 318,278 19.2 2,691 7.2 

⑤ 身分に基づく在留資格 531,781 32.1 13,908 37.3 

 うち永住者 308,419   6,994  

 うち日本人の配偶者 94,167   2,422  

 うち永住者の配偶者等 14,742   331  

 うち定住者 114,453   4,161  

⑥ 不明 42 0.0 0 0.0 

注 1：「構成比(%)」は、外国人労働者総数に対する在留資格別の外国人労働者数の比率を示す。 

注 2：在留資格「特定活動」（②）は、ワーキング・ホリデー、外交官等に雇用される家事使用人等の合計。 

注 3：在留資格「特定技能」は、①専門的・技術的分野の在留資格に含む。  

４ 産業別外国人労働者数                         単位：人，（％） 

産業分類 全国 構成比(%) 茨城県 構成比(%) 

全産業計 1,658,804 100.0 37,245 100.0 

A 農業、林業 35,636 2.1 6,797 18.2 

B 漁業 3,682 0.2 57 0.2 

C 鉱業、採石業、砂利採取業 274 0.0 3 0.0 

D 建設業 93,214 5.6 1,712 4.6 

E 製造業 483,278 29.1 15,363 41.2 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 533 0.0 4 0.0 

G 情報通信業 67,540 4.1 270 0.7 

H 運輸業、郵便業 58,601 3.5 670 1.8 

I 卸売業、小売業 212,528 12.8 2,183 5.9 

J 金融業、保険業 10,297 0.6 26 0.1 

K 不動産業、物品賃貸業 13,500 0.8 64 0.2 

L 学術研究、専門・技術サービス業 56,775 3.4 1,657 4.4 

M 宿泊業、飲食サービス業 206,544 12.5 1,193 3.2 

N 生活関連サービス業、娯楽業 24,112 1.5 233 0.6 

O 教育、学習支援業 70,941 4.3 2,013 5.4 

P 医療、福祉 34,261 2.1 670 1.8 

Q 複合サービス事業 4,855 0.3 49 0.1 

R サービス業（他に分類されないもの） 266,503 16.1 3,986 10.7 

S 公務（他に分類されるものを除く） 10,636 0.6 197 0.5 

T 分類不能の産業 5,094 0.3 98 0.3 

注 1：産業分類は，平成 25 年 10 月改訂の日本標準産業分類に対応している。 

注 2：「構成比(%)」は，外国人労働者総数（全産業計）に対する当該産業の外国人労働者の比率を示す。        
また，各産業分類の構成比の数値は四捨五入しているため合計が 100％にならない場合がある。 



 

５ 産業別・国籍別外国人労働者数 

 

（１）【全国】                           単位：上段・人，下段（構成比）・（％） 

産業分類 全国籍計 
国籍 

中国 韓国 フィリピン ベトナム ネパール インドネシア ブラジル ペルー G7/8 等 その他 

総数 1,658,804 418,327 69,191 179,685 401,326 91,770 51,337 135,455 29,554 81,003 201,156 

うち建設業 93,214 14,169 1,143 10,339 46,783 680 5,725 3,150 866 494 9,865 

構成比(%) 5.6 3.4 1.7 5.8 11.7 0.7 11.2 2.3 2.9 0.6 4.9 

うち製造業 483,278 103,393 6,303 67,426 147,143 12,926 23,972 59,318 11,799 4,053 46,945 

構成比(%) 29.1 24.7 9.1 37.5 36.7 14.1 46.7 43.8 39.9 5.0 23.3 

うち情報通信業 67,540 31,361 9,685 1,783 4,645 589 552 912 282 6,128 11,603 

構成比(%) 4.1 7.5 14.0 1.0 1.2 0.6 1.1 0.7 1.0 7.6 5.8 

うち卸売業，小売業 212,528 84,208 14,195 15,019 43,086 12,980 2,878 5,545 1,809 6,471 26,337 

構成比(%) 12.8 20.1 20.5 8.4 10.7 14.1 5.6 4.1 6.1 8.0 13.1 

うち宿泊業， 

飲食ｻｰﾋﾞｽ業 
206,544 61,289 10,123 9,608 58,360 28,693 2,551 2,810 959 2,872 29,279 

構成比(%) 12.5 14.7 14.6 5.3 14.5 31.3 5.0 2.1 3.2 3.5 14.6 

うち教育， 

学習支援業 
70,941 16,268 4,899 2,996 1,627 475 1,032 977 223 31,509 10,935 

構成比(%) 4.3 3.9 7.1 1.7 0.4 0.5 2.0 0.7 0.8 38.9 5.4 

うち医療、福祉 34,261 7,178 2,213 10,060 4,926 534 2,586 1,496 682 1,054 3,532 

構成比(%) 2.1 1.7 3.2 5.6 1.2 0.6 5.0 1.1 2.3 1.3 1.8 

うちｻｰﾋﾞｽ業 

(他に分類されないもの) 
266,503 41,739 8,305 39,319 52,286 23,115 4,114 48,951 9,751 7,803 31,120 

構成比(%) 16.1 10.0 12.0 21.9 13.0 25.2 8.0 36.1 33.0 9.6 15.5 

 

注 1：中国は，香港等を含む。 
注 2：G7/8 等は，イギリス，アメリカ，ドイツ，フランス，イタリア，カナダ，ロシア，オーストラリア， 

ニュージーランドを表す。 
注 3：産業分類は，平成 25 年 10 月改訂の日本標準産業分類に対応している。 

注 4：「構成比(%)」は，国籍別の総数に対する当該在留資格の外国人労働者数の比率を示す。 

  



 

 

（２）【茨城県】                                                単位：上段・人，下段（構成比）・（％） 

産業分類 全国籍計 
国籍 

中国 韓国 フィリピン ベトナム ネパール インドネシア ブラジル ペルー G7/8 等 その他 

総数 37,245 8,058 782 5,810 6,621 715 2,958 3,985 1,109 1,010 6,917 

うち製造業 15,363 2,158 135 3,370 2,791 295 1,137 2,474 606 62 2,335 

構成比(%) 41.2 26.8 17.3 5.8 42.2 41.3 38.4 62.1 54.6 6.1 37.7 

うち農業，林業 6,797 2,773 10 162 1,449 15 1,298 12 6 1 1,071 

構成比(%) 18.2 34.4 1.3 2.8 21.9 2.1 43.9 0.3 0.5 0.1 17.3 

うちｻｰﾋﾞｽ業 

(他に分類されないもの) 
3,986 257 45 792 438 211 111 989 317 17 809 

構成比(%) 10.7 3.2 5.8 13.6 6.6 29.5 3.8 24.8 28.6 1.7 13.1 

うち卸売業，小売業 2,183 686 110 270 347 50 89 109 51 26 445 

構成比(%) 5.9 8.5 14.1 4.6 5.2 7.0 3.0 2.7 4.6 2.6 7.2 

うち教育， 

学習支援業 
2,013 630 148 225 40 7 42 22 11 470 418 

構成比(%) 5.4 7.8 18.9 3.9 0.6 1.0 1.4 0.6 1.0 46.5 6.7 

うち建設業 1,712 204 14 236 816 3 112 59 24 2 242 

構成比(%) 4.6 2.5 1.8 4.1 12.3 0.4 3.8 1.5 2.2 0.2 3.9 

うち学術研究，専

門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 
1,657 613 115 110 59 9 49 33 2 288 379 

構成比(%) 4.4 7.6 14.7 1.9 0.9 1.3 1.7 0.8 0.2 28.5 6.1 

うち宿泊業，飲

食ｻｰﾋﾞｽ業 
1,193 386 35 94 335 64 7 52 12 11 197 

構成比(%) 3.2 4.8 4.5 1.6 5.1 9.0 0.2 1.3 1.1 1.1 3.2 

うち医療，福祉 670 69 41 239 111 7 41 31 13 14 104 

構成比(%) 1.8 0.9 5.2 4.1 1.7 1.0 1.4 0.8 1.2 1.4 1.7 

 

注 1：中国は，香港等を含む。 
注 2：G7/8 等は，イギリス，アメリカ，ドイツ，フランス，イタリア，カナダ，ロシア，オーストラリア， 

ニュージーランドを表す。 
注 3：産業分類は，平成 25 年 10 月改訂の日本標準産業分類に対応している。 

注 4：「構成比(%)」は，国籍別の総数に対する当該在留資格の外国人労働者数の比率を示す。 

  

  



 

６ 在留資格別・国籍別外国人労働者数 

（１）【全国】                      単位：上段・人，下段（構成比）・（％） 

在留資格 全国籍計 

国籍 

中国 韓国 フィリピン ベトナム ネパール インドネシア ブラジル ペルー G7/8 等 その他 

総数 1,658,804 418,327 69,191 179,685 401,326 91,770 51,337 135,455 29,554 81,003 201,156 

①専門的・技術的

分野の在留資格 
329,034 114,856 31,208 11,579 49,159 12,720 4,759 1,071 115 47,481 56,086 

構成比(%) 19.8 27.5 45.1 6.4 12.2 13.9 9.3 0.8 0.4 58.6 27.9 

 うち技術・人文知識・国際業務 260,556 96,702 27,654 7,856 45,114 9,647 3,261 706 67 26,518 43,031 

②特定活動 41,075 4,938 3,880 5,121 6,196 3,438 2,976 49 22 1,904 12,551 

構成比(%) 2.5 1.2 5.6 2.8 1.5 3.7 5.8 0.0 0.1 2.4 6.2 

③技能実習 383,978 86,982 62 34,965 193,912 501 32,480 129 73 60 34,814 

構成比(%) 23.1 20.8 0.1 19.5 48.3 0.5 63.3 0.1 0.2 0.1 17.3 

④資格外活動 372,894 99,510 9,021 2,819 137,410 70,942 5,291 263 70 2,719 44,849 

構成比(%) 22.5 23.8 13.0 1.6 34.2 77.3 10.3 0.2 0.2 3.4 22.3 

 うち留学 318,278 84,014 7,891 2,099 130,893 45,246 5,002 211 63 2,106 40,753 

⑤身分に基づく在留資格 531,781 112,040 25,019 125,197 14,646 4,169 5,830 133,943 29,274 28,814 52,849 

構成比(%) 32.1 26.8 36.2 69.7 3.6 4.5 11.4 98.9 99.1 35.6 26.3 

 うち永住者 308,419 77,652 17,674 73,572 6,585 2,075 2,963 63,738 19,695 15,081 29,384 

 うち日本人の配偶者 94,167 18,191 5,576 18,429 3,230 1,001 1,462 18,078 1,555 12,810 13,835 

 うち永住者の配偶者等 14,742 5,722 479 2,776 1,323 471 140 1,077 729 239 1,786 

 うち定住者 114,453 10,475 1,290 30,420 3,508 622 1,265 51,050 7,295 684 7,844 

⑥不明 42 1 1 4 3 0 1 0 0 25 7 

注 1：中国は，香港等を含む。 

注 2：G7/8 等は，イギリス，アメリカ，ドイツ，フランス，イタリア，カナダ，ロシア，オーストラリア，

ニュージーランドを表す。 

注 3：構成比は，国籍別の総数に対する当該在留資格の外国人労働者数の比率を示す。 

注 4：在留資格「特定活動」（②）は，ワーキング・ホリデー，外交官等に雇用される家事使用人等の合計。 



 

 （２）【茨城県】                  単位：上段・人，下段（構成比）・（％） 

在留資格 全国籍計 

国籍 

中国 韓国 フィリピン ベトナム ネパール インドネシア ブラジル ペルー G7/8 等 その他 

総数 37,245 8,058 782 5,810 6,621 715 2,958 3,985 1,109 1,010 6,197 

①専門的・技術的

分野の在留資格 
4,492 1,149 265 395 673 156 99 12 4 687 1,052 

構成比(%) 12.1 14.3 33.9 6.8 10.2 21.8 3.3 0.3 0.4 68.0 17.0 

 うち技術・人文知識・国際業務 2,291 630 136 86 608 144 35 5 1 101 545 

②特定活動 1,215 139 9 116 141 126 75 1 1 8 599 

構成比(%) 3.3 1.7 1.2 2.0 2.1 17.6 2.5 0.0 0.1 0.8 9.7 

③技能実習 14,351 4,214 0 1,092 4,750 5 2,416 0 0 0 1,874 

構成比(%) 38.5 52.3 0.0 18.8 71.7 0.7 81.7 0.0 0.0 0.0 30.2 

④資格外活動 3,279 1,262 103 38 766 396 52 16 10 46 590 

構成比(%) 8.8 15.7 13.2 0.7 11.6 55.4 1.8 0.4 0.9 4.6 9.5 

 うち留学 2,691 1,118 78 23 688 205 51 13 10 37 468 

⑤身分に基づく在留資格 13,908 1,294 405 4,169 291 32 316 3,956 1,094 269 2,082 

構成比(%) 37.3 16.1 51.8 71.8 4.4 4.5 10.7 99.3 98.6 26.6 33.6 

 うち永住者 6,994 875 298 2,137 118 18 92 1,538 591 146 1,181 

 うち日本人の配偶者 2,422 270 84 534 34 7 65 767 74 114 473 

 うち永住者の配偶者等 331 40 4 105 33 5 4 26 28 4 82 

 うち定住者 4,161 109 19 1,393 106 2 155 1,625 401 5 346 

⑥不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

注 1：中国は，香港等を含む。 

注 2：G7/8 等は，イギリス，アメリカ，ドイツ，フランス，イタリア，カナダ，ロシア，オーストラリア，

ニュージーランドを表す。 

注 3：構成比は，国籍別の総数に対する当該在留資格の外国人労働者数の比率を示す。 

注 4：在留資格「特定活動」（②）は，ワーキング・ホリデー，外交官等に雇用される家事使用人等の合計。 


